
令和６年度 沼津市一般会計等の決算の概要 
 
 

※ 本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない場合があります。 

 
１ 一般会計 

 

 

 
（１）歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 965 億 2,046 万 6 千円（前年度比 62 億 4,004 万 6 千円増） 

歳 出 927 億 3,656 万 9 千円（前年度比 54 億 3,565 万 7 千円増） 

単位：千円 

歳入は、前年度と比べ、62 億 4,004 万 6 千円の増となりました。 

これは、普通建設事業費の増加に伴い、国庫支出金や県支出金が増加したことや、市債の発行額が増

加したことなどが主な要因です。 



（２）歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

       

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円 

歳出は、前年度と比べ、54 億 3,565 万 7 千円の増となりました。 

主な要因は、義務的経費のうち、人件費について、人事院勧告に伴い給料や報酬などが増加し

たほか、定年退職者に係る退職手当が増加したことによるものです。 

また、普通建設事業費などの投資的経費について、事業の進捗に伴い都市計画道路や再開発に

係る事業費が増加したことなどにより増となりました。 



（３） 決算収支 

単位：千円 

 令和 ５年 度  令和 ６年 度  増 減 額  

形式収支 （ア） 2,979,508 3,783,897 804,389 

翌年度へ繰り越すべき財源（イ） 229,373 424,720 195,347 

実質収支 （ウ＝ア－イ） 2,750,135 3,359,177 609,042 

単年度収支  
（エ＝ウ－前年度の実質収支） 

▲361,820 609,042 970,862 

実質単年度収支 （オ） ▲816,312 935,354 1,751,666 

 

 

 

 

 

 

  

 

（４） 市税の歳入状況 

                                        単位：千円 

  令和 ５年 度  令和 ６年 度  増 減 額  増 減 率  

市  民  税  13,514,819 13,242,272 △272,547 △2.02% 

 個 人 11,497,522 10,964,295 △533,227 △4.64% 

 法 人 2,017,297 2,277,977 260,680 12.92% 

固定資産税  15,871,833 15,793,823 △78,010 △0.49% 

軽自動車税  576,696 598,037 21,341 3.70% 

市たばこ税  1,564,138 1,539,354 △24,784 △1.58% 

入  湯  税  11,791 13,715 1,924 16.32% 

都市計画税  2,939,041 2,925,937 △13,104 △0.45% 

合    計  34,478,318 34,113,138 △365,180 △1.06% 

 

 

（５） 市債の状況 

令和６年度末現在高 713 億 7,278 万 3千円（前年度比 9億 847 万円）    単位：千円 

令和５年度末  

現  在  高  

令和６年度  

借  入  額  

令和６年度  

償  還  額  

差    引  

現  在  高  

70,464,313  6,928,100  6,019,630  71,372,783  

 

 

令和６年度決算における、歳入から歳出を差し引いた形式収支は、前年度と比べ、８億 438 万

９千円増の 37 億 8,389 万７千円となりました。また、形式収支から翌年度への繰越財源４億

2,472 万円を差し引いた実質収支は、33 億 5,917 万７千円となりました。 



（６）主な財政指標 

  令和５年度 令和６年度 増減 

財 政 力 指 数 0.909 0.899 ▲0.01 

経 常 収 支 比 率 87.8% 90.3% 2.5 

実質公債費比率  4.6%  4.2% ▲0.4 

将 来 負 担 比 率 12.1% 17.9% 5.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特別会計                                   単位：千円 

 

 

 

３ 企業会計                                    単位：千円 

  病 院 事 業 水 道 事 業 下水道事業 

収 益 的 収 入 11,384,535 3,238,924 5,443,646 

収 益 的 支 出 11,607,916 2,756,817 4,956,835 

資 本 的 収 入 874,693 1,068,145 2,428,946 

資 本 的 支 出 1,212,448 2,777,322 4,473,126 

 

  
国 民 健 康 

保 険 事 業 

土 地 取 得 

事 業 

介 護 保 険 

事 業 

後期高齢者 

医 療 事 業 

歳 入 （カ） 19,363,397 129,271 18,637,172 3,455,080 

歳 出 （キ） 19,116,150 129,271 18,213,477 3,443,500 

形式収支 

（ク＝カ－キ） 
247,247 0 423,695 11,580 

翌年度へ繰り越すべき 

財源  （ケ） 
0 0 0 0 

実質収支 

（コ＝ク－ケ） 
247,247 0 423,695 11,580 

自治体の財政力の強さを示す財政力指数は 0.909 から 0.899 へと 0.01 ポイント低下し、財政

の硬直性を示す経常収支比率は、87.8％から 90.3％へと 2.5 ポイント上昇しました。 

また、財政の健全性を判断する指標である、実質公債費比率は 4.6％から 4.2％へと 0.4 ポイン

ト低下し、将来負担比率は 12.1％から 17.9％へと 5.8 ポイント上昇しています。 


